（様式第６号）第13条関係
林業エネルギーコスト削減促進事業補助金実績報告書
令和　　年（　　　年）　　月　　日
長野県知事　様
所　　在　　地　
名　　　　　称　
役職・代表者名　

　令和　　年　　月　　日付け長野県指令　　信木第　　号で交付決定のあった林業エネルギーコスト削減促進事業補助金に係る事業について、下記のとおり報告します。
記
１　補助金のコース及び補助金実績額
　　○○コース　　　　　　　　　円
※実績収支内訳書（様式第６号の３）の補助対象経費（税抜）に補助率を乗じて得た額（千円未満切捨）又は補助上限額のいずれか少ない方を記載してください。
２　補助要件の達成状況 ※促進コースのみ記載
（1）事業活動温暖化対策計画書（第５次計画期間）の提出 ※計画書の総括表①③シートから転載
	提出日
	基準年度（R7）の
排出量実績（t-CO2）
	最終年度（R10）の
排出量目標（t-CO2）
	目標削減率（％）

	
	
	
	


（2）長野県SDGs推進企業登録制度における登録 ※登録証がない場合、登録日は未記入で可
	申請日
	登録日

	
	


３　添付書類
	必要書類
	区分
	確認

	林業エネルギーコスト削減促進事業補助金実績内容説明書（様式第６号の２）
	必須
	□

	実績収支内訳書（様式第６号の３）
	必須
	□

	補助対象経費証票類の写し
（見積書・発注書・契約書・納品書・請求書・支払を証する書類）
	必須
	□

	更新等行った省エネ設備等の現況及び型番が確認できるカラー写真
	必須
	□

	更新の場合は更新前設備の産業廃棄物管理票（マニフェスト）等の適正に処理されたことを証明する書類の写し、又はそれに代わる書類等
	必須
	□

	県に提出した事業活動温暖化対策計画書（第５次計画期間）の写し
	促進コースは必須
	□

	長野県SDGs推進企業登録制度に登録済の場合は登録証の写し、又は申請済であるが登録証がない場合は長野県SDGs推薦企業登録申請書（実施要領様式第１号）の写し
	促進コースは必須
	□

	取得財産等管理台帳（様式第６号の４）
	該当する場合
	□

	その他知事が必要と認める書類
	該当する場合
	□


※必須区分の書類は全て添付し、確認欄に☑と記載すること

（様式第６号の２）第13条関係
林業エネルギーコスト削減促進事業補助金実績内容書
更新前後の設備又は新設する設備の内容（全○枚中の○枚目）※１
※１ 記載欄が不足する場合は様式を追加し記載してください。
	更新の場合

	
	更新前の設備※２
	更新後の設備

	
	設備区分
設備種別
	
	

	
	設備名
	
	

	
	メーカー名
型番・型式等
	
	

	
	『(Ⅲ)設備単位型』
補助対象設備一覧
	
	□登録有　□登録無

	
	省エネ法消費効率等目標基準値※３
	
	

	
	設備の性能・消費効率等の値※３
	
	

	
	基準達成率(％)※３
	
	

	
	数量
	
	

	
	設備区分
設備種別
	
	

	
	設備名
	
	

	
	メーカー名
型番・型式等
	
	

	
	『(Ⅲ)設備単位型』
補助対象設備一覧
	
	□登録有　□登録無

	
	省エネ法消費効率等目標基準値※３
	
	

	
	設備の性能・消費効率等の値※３
	
	

	
	基準達成率(％)※３
	
	

	
	数量
	
	


※２ 更新後の設備がトップランナー基準を満たす（省エネ基準達成率100％以上の）場合、更新前設備（表の左側）の記載は不要
※３ 省エネルギー投資促進支援事業『(Ⅲ)設備単位型』補助対象設備一覧（一般社団法人環境共創イニシアチブHPを参照）に登録されている設備の場合は記載不要
	新設の場合

	設備区分
設備種別
	
	

	
	設備名
	
	

	
	メーカー名
型番・型式等
	
	

	
	太陽電池出力/
パワコン出力※４
	
	

	
	出力※４
	
	

	
	売電の有無/割合
売電先等※４
	
	


※４ 発電設備以外は記載不要



（様式第６号の３）第13条関係
実績収支内訳書
１　収入の部
	収入区分
	収入内容
	金額（円）

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


※収入の部の金額の合計と支出の部の補助事業に要する経費の合計が一致するようにしてください。
２　支出の部
	経費
区分
	支出内容
	補助事業に要する経費（税込）（円）
	補助対象経費 
  （税抜）（円）

	設備費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	設備費小計
	
	

	工事費
	
	
	

	処分費
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


※消費税は補助対象となりませんので、補助対象経費は税抜にしてください。
※必要に応じて行を追加・削除してください。


（様式第６号の４）第13条、第17条関係
取得財産等管理台帳
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	処分制
限期間
	保管
場所
	補助率
	備考

	











	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１ 対象となる取得財産等は、交付要綱第18条第１項に定める財産とする。
２ 財産名の区分は 機械装置、その他とする。
３ 数量は同一規格等であれば一括して記載してもよいこととする。ただし、単価が異なる場合は分割して記載すること。
４ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５ 処分制限期間は、交付要綱第18条第２項に定める期間を記載すること。

